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九重町における人事行政の運営等の状況を公表します 

 
地方公務員法第５８条の２の規定により、人事行政運営における公平性、透明性を高める目的から町職員の

給与・定員管理に加え任免や勤務条件等について町民の皆さまに知っていただくため、「九重町人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例」の規定に基づき次のとおり公表します。 
 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 
（１）退職及び採用の状況 

平成２０年度退職者 
（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 
定年退職 勧奨退職 その他 計（Ａ） 

平成２１年度採用者 
（平成２１年４月１日付） 

（Ｂ） 

差 
（採用者数－退職者数） 

（Ｂ－Ａ） 
１０人 ３人 １人 １４人 ７人 △７人 

（注）退職及び採用は、他団体からの派遣等の着任・帰任を含みません。 
 
（２）部門別職員数の状況 

（各年４月１日現在） 
職 員 数 区 分 

 
部 門 

平成２０年

（Ａ） 
平成２１年

（Ｂ） 

対前年 
増減数 
（Ｂ－Ａ） 

主な増減理由 

議会・総務 
税務 
福祉 
経済 
土木 

３５人 
８人 
３５人 
３０人 
１０人 

３４人 
１０人 
３５人 
２７人 
９人 

△１人 
２人 
０人 
△３人 
△１人 

 

一般 
行政 
部門 

計 １１８人 １１５人 △３人 
〈参考〉 
人口１万人当たり職員数   １０３．２７人 
（類似団体の人口１万人当たり職員数      人） 

教育部門 ２９人 ２５人 △４人  
消防部門 ０人 ０人 ０人  

普 
通 
会 
計 
部 
門 

小 計 １４７人 １４０人 △７人 
〈参考〉 
人口１万人当たり職員数   １２５，７２人 
（類似団体の人口１万人当たり職員数      人） 

水道 
その他 

２人 
９人 

２人 
９人 

０人 
０人 

 公 
営 
企 
業 
等 
会 
計 
部 
門 小 計 １１人 １１人 ０人  

合 計 
１５８人 
〔２１６〕 

１５１人 
〔２１６〕 

△７人 〈参考〉 
人口１万人当たり職員数   １３５．６０人 

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数です。 
２ 〔  〕内は、条例定数の合計です。 
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（３）年齢別職員構成の状況 
（平成２１年４月１日現在） 

区 分 

２０歳 

 

未 満 

２０歳 

～  

２３歳 

２４歳 

～  

２７歳 

２８歳 

～  

３１歳 

３２歳 

～  

３５歳 

３６歳 

～  

３９歳 

４０歳 

～  

４３歳 

４４歳 

～  

４７歳 

４８歳 

～  

５１歳 

５２歳 

～  

５５歳 

５６歳 

～  

５９歳 

６０歳 

 

以 上 
計 

職員数 ３人 １２人 ２０人 １７人 １３人 ７人 ７人 ９人 ２２人 ２０人 ２０人 １人 １５１人 

 
（４）定員管理の数値目標及び進捗状況 
 
① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標（数・率） 
平成１７年４月１日 
職 員 数 

平成２２年４月１日 
職 員 数 純 減 数 純 減 率 

１６２人 １５２人 １０人 ６．２％ 
 
（参考）九重町自律推進計画における定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 
始 期 終 期 数 値 目 標 

平成１７年４月１日 平成２７年３月３１日 ２５人純減 
 
② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

（各年４月１日現在） 
区 分 

部 門 

１７年 
計画始期 

１８年 
１年目 

１９年 
２年目 

２０年 
３年目 

２１年 
４年目 

２２年 
５年目 

１７年～２２年 
計 

（参考） 
数値目標 

職員数 １２０ １２０ １２２ １１８ １１５  － １１６ 
一般行政 

増 減  ０ ２ △４ △３  △５（１２５％）  

職員数 ３２ ２９ ３０ ２９ ２５  － ２７ 
教 育 

増 減  △３ １ △１ △４  △７（１４０％）  

職員数 ０ ０ ０ ０ ０  － ０ 
消 防 

増 減  ０ ０ ０ ０  －  

職員数 １０ １０ １０ １１ １１  － ９ 公営企業等

会計 増 減  ０ ０ １ ０  １（ － ％）  

職員数 １６２ １５９ １６２ １５８ １５１  － １５２ 
計 

増 減  △３ ３ △４ △７  △１１（１５７％）  

（注）１ 計画期間は、平成１７年～２２年の５年間です。 
２ （  ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。 
３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年まで

の職員増減数の累計を示します。 
 

２．職員の給与の状況 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 

（２０年度末） 

歳出額 

Ａ 

実質収支 人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考）１９年度

の人件費率 

２０年度 
人 

１１，１３６ 

千円 

７，７５４，５２５ 

千円 

４３５，５３８ 

千円 

１，３９６，１０８ 

％ 

１８．０ 

％ 

２０．１ 
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（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給  与  費 区 分 職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

一人当たり給

与費 Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平

均一人当たり給与費 

２０年度 
人 

１３９ 

千円 

５４０，２４５ 

千円 

５７，９５５ 

千円 

２３２，１８８ 

千円 

８３０，３８８ 

千円 

５，９７４ 

千円 

 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。 

 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

 

① 一般行政職 

（平成２１年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

九 重 町 ４０．９歳 ３２０，９００円 ３５８，２８２円 ３３７，５０９円 

大 分 県 ４３．８歳 ３５５，５９９円 ４３７，３３２円 ３８７，６５５円 

国 ４１．５歳 ３２５，５２１円 ３９１，７７０円 －   円 

類似団体 歳 円 円 円 

 

② 技能労務職 

（平成２１年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

九 重 町 ３３．３歳 ２４９，３３８円 ２６３，７８８円 ２５８，４２５円 

 うち 学校給食調理員 ３６．９歳 ２７９，４７５円 ２９４，５５０円 ２９４，５５０円 

 うち 保育園調理員 ２９．９歳 ２１９，２００円 ２３３，０２５円 ２８８，８７５円 

大 分 県 ４９．８歳 ３６８，２５５円 ４１４，３２９円 ３８８，２４４円 

国 ４９．２歳 ２５８，５４８円 ３２２，７３７円 －   円 

類似団体 歳 円 円 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

ているものです。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 

 

（４）職員の初任給の状況 

（平成２１年４月１日現在） 

区   分 九 重 町 大 分 県 国 

大学卒 １７２，２００円 １７８，８００円 １７２，２００円 
一般行政職 

高校卒 １４０，１００円 １４４，５００円 １４０，１００円 

高校卒 １４０，１００円 １４０，１００円 －   円 
技能労務職 

中学卒 －   円 －   円 －   円 
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（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

（平成２１年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２６３，６６７円 ３１９，７５０円 ３９９，７００円 
一般行政職 

高校卒 ２１２，７００円 ２７８，４００円 ３３３，７００円 

高校卒 １８３，８００円 ２３５，７００円 ２７６，１００円 
技能労務職 

中学卒 －   円 －   円 －   円 

 

（６）一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

標準的な

職務内容 
主事、技師 主任 主査 主査 主幹 課長等 課長等 

計 

職員数 ２６人 １５人 ８人 ２人 ７人 ３５人 １３人 １０６人 

構成比 ２３．６％ １５．１％ ７．５％ １．９％ ８．５％ ３１．１％ １２．３％ １００．０％ 

（注）１ 九重町の規則に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

（７）職員の期末・勤勉手当及び退職手当の状況 

 

① 期末手当・勤勉手当 

九 重 町 大 分 県 国 

１人当たり平均支給額（平成２０年度） 

１，６９９千円 

１人当たり平均支給額（平成２０年度） 

１，９１１千円 

－ 

（平成２０年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

３．００月分     １．５月分 

（  －  ）月分 （  －  ）月分 

（平成２０年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

３．００月分     １．５月分 

（１．６０）月分 （０．７５）月分 

（平成２０年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

３．００月分     １．５月分 

（１．６０）月分 （０．７５）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算：５%～２０% 

管理加算：１０% 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算：５％～２０％ 

管理加算：１０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算：５％～２０％ 

管理加算：１０％～２５％ 

（注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

② 退職手当 

（平成２１年４月１日現在） 

九 重 町 国 

（支給率）         自己都合      勧奨・定年 

勤続２０年        ２３．５０月分   ３０．５５月分 

勤続２５年        ３３．５０月分   ４１．３４月分 

勤続３５年        ４７．５０月分   ５９．２８月分 

最高限度額        ５９．２８月分   ５９．２８月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給                  ） 

１人当たり平均支給額  ２８，８００千円   ２，０２２千円 

（支給率）         自己都合      勧奨・定年 

勤続２０年        ２３．５０月分   ３０．５５月分 

勤続２５年        ３３．５０月分   ４１．３４月分 

勤続３５年        ４７．５０月分   ５９．２８月分 

最高限度額        ５９．２８月分   ５９．２８月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度（平成２０年度）に退職した職員に支給された平均額です。 
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（８）その他の職員手当の状況 

① 地域手当 

（平成２１年４月１日現在） 

支給実績（平成２０年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） ０千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

該当なし －   ％ －   人 －   ％ 

（平成２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

該当なし －     ％ －     ％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げること

としています。 

② 特殊勤務手当 

（平成２１年４月１日現在） 

支給実績（平成２０年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） ０円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度） ０．０％ 

手当の種類（手当数） ５種 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

税の賦課 月 額  １，５００ 円 町税の賦課徴収事務 ※ 税務職員 

税の徴収 月 額  ２，０００ 円 

伝染病防疫作業事務  防疫作業 日 額  １，０００ 円 

家畜診療に従事する事務 獣医師 家畜診療 月 額 ２０，０００ 円 

保健予防に従事する事務 ※ 保健師 結核患者等予防指導 月 額  １，５００ 円 

行旅死亡人の遺体収容  遺体収容 １死体  ５，０００ 円 

※ 特記事項 

・上記の手当のうち「町税の賦課徴収事務」及び「保健予防に従事する事務」に係る特殊勤務手当について

は、平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの間は支給しないこととしています。 

③ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２０年度決算） ２０，６３０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） １４８千円 

支給実績（平成１９年度決算） ２４，７０７千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） １６９千円 

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」については、普通会計ベースです。 

 

④ その他の手当 

（平成２１年４月１日現在） 

手当名 内容及び月額支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異

なる内容 

支給実績 

（２０年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２０年度決算） 

配偶者 １３，０００円 同じ － 

配偶者以外 ６，５００円 同じ － 

 うち１人目 職員に配偶者がない場合 １１，０００円 同じ － 

扶養手当 

１６歳～２２歳の子についての加算 ５，０００円 同じ － 

１７，７５９千円 ２６９，０７５円 

持ち家 ２，５００円 異なる 自宅 
住居手当 

借家（支給額区分あり） 限度額 ２７，０００円 同じ － 

４，７１５千円 ９２，４５０円 

通勤手当 片道距離が２ｋｍ以上（支給額区分あり） 限度額 １５，８００円 異なる １ｋｍごと ７，１８６千円 ６３，０３５円 

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」については、普通会計ベースです。 
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（９）特別職の報酬等の状況 

（平成２１年４月１日現在） 

区   分 給 料 月 額 等 

（参考）類似団体における最高／最低額 

給

料 

 

町 長 

 

副町長 

 

７２０，０００円  

（   －   円） 

５８５，０００円  

（   －   円） 

円／       円 

 

円／       円 

報

酬 

議 長 

 

副議長 

 

議 員 

３０１，０００円  

（   －   円） 

２６０，０００円  

（   －   円） 

２５０，０００円  

（   －   円） 

円／       円 

 

円／       円 

 

円／       円 

町 長 

副町長 

（平成２０年度支給割合） 

３．００月分 
期

末

手

当 

議 長 

副議長 

議 員 

（平成２０年度支給割合） 

３．００月分 

 

町 長 

副町長 

（算定方式）              （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×在職年数×５００／１００   １４，４００千円    任期毎 

給料月額×在職年数×２９０／１００    ６，７８６千円    任期毎 

退

職

手

当 備 考  

（注）１ 給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 

（１０）ラスパイレス指数の状況 

（各年４月１日現在） 

区   分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

九 重 町  ９９．８ １００．２ ９５．８ 

類似団体平均   ９３．２ ９２．９ 

全国町村平均   ９４．２ ９３．９ 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す

指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも

のです。 

 

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間の状況 

（平成２１年４月１日現在） 

１週間の勤務時間 勤務時間 休憩時間 週休日 

３８時間４５分 
８時３０分から 

１７時００分まで 

１２時１５分から 

１３時００分まで 
土曜日及び日曜日 

（注）１ 本庁以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態である場合があります。 

２ 本庁内の窓口事務の一部において、特定の曜日にこれと異なる勤務形態である場合があります。 
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（２）年次有給休暇の状況 

 

① 制度の概要 

（平成２１年４月１日現在） 

制 度 の 概 要 

１年につき２０日（２０日を超えない範囲で残日数を翌年に繰り越すことが可能） 

 

② 取得状況 

（平成２０年１月～１２月） 

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率 

３，３１１日 ６８８日 ８５人 ８．１日／人 ２１．０％ 

（注）当該期間の全期間に在職した一般行政職の者を対象としています。 

 

（３）その他の主な休暇の状況 

（平成２１年４月１日現在） 

区 分 事     由 期     間 

病気休暇 公務又は通勤による負傷又は疾病の場合 

結核性疾患の場合 

上記以外の負傷又は疾病の場合 

その療養に必要と認められる期間 

１年を超えない必要と認められる期間 

９０日を超えない必要と認められる期間 

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間 

証人等として国会等へ出頭する場合 必要と認められる期間 

骨髄液の提供希望者として登録の申出及び提供を行う場合 必要と認められる期間 

職員が自発的に社会貢献活動を行う場合 １年につき５日以内の期間 

職員が結婚する場合 結婚の日の５日前の日から、結婚の日後３ヶ月

を経過するまでの連続する７日以内の期間 

８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定で

ある女性職員が申し出た場合 

出産の日まで申し出た期間 

女性職員が出産した場合 出産の日の翌日から８週間（多子出産の場合は

１０週間、第３子以降の子出産の場合は１３週

間）を経過する日までの期間 

生後１年に達しない子を育てる職員が、必要な授乳等を行う

場合 

１日２回それぞれ３０分以内の期間 

生理日の就業が著しく困難な女性職員が休暇を請求した場合 連続する２日以内の必要と認められる期間 

職員の妻が出産する場合で、職員が妻の出産に付き添う場合 出産の日後２週間を経過する日までの２日以内

の期間 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その

子を看護する場合 

１年につき５日以内の期間 

職員の親族が死亡した場合 親族に応じ定めた１日から１０日までの期間 

父母の追悼のための特別な行事の場合 １日以内の期間 

夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は

家庭生活の充実等の場合 

１の年の７月から８月までの期間内で５日以内

の期間 

地震、水害、火災等により職員の現住居が滅失し、又は損壊

した場合 

原則として連続する７日以内の期間 

地震、水害、火災等により出勤することが著しく困難な場合 必要と認められる期間 

特別休暇 

地震、水害、火災時において、退勤途上における身体の危険

を回避する場合 

必要と認められる期間 
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（４）育児休業の取得状況 

（平成２０年度） 

区   分 男 性 女 性 

新規に取得した者 ０人 ２人 

前年度から引き続き取得している者 ０人 ０人 

４．職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分の状況 

（平成２０年度） 

区     分 降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

心身の故障のため、職務の遂行に支障がある場合 ０人 ０人 ２人 ０人 ２人 

職に必要な適格性を欠く場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

定数の改廃等により廃職、過員を生じた場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

刑事事件で起訴された場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

（２）懲戒処分の状況 

（平成２０年度） 

区分 戒告 減給 停職 免職 計 

法令等の定めに違反した場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

５．職員の服務の状況 

地方公務員法第３０条では、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行

にあたっては全力でこれに専念しなければならない」こととされています。この原則を実行するため、職員

には次のような義務や制限が課せられています。 

区   分 内   容 

命令に従う義務 

（同法第３２条） 

職員は、法令に従い、かつ、上司の命令に従わなければなりません。 

信用失墜行為の禁止 

（同法第３３条） 

職員は、職の信用を傷つけ、又は職全体の不名誉となるような行為をしてはな

りません。 

秘密を守る義務 

（同法第３４条） 

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。その職を退いた後も同

様です。 

職務に専念する義務 

（同法第３５条） 

職員は、勤務時間中、職務に注意力のすべてを用い、職務にのみ専念しなけれ

ばなりません。 

政治的行為の制限 

（同法第３６条） 

職員は、政治的活動等に関与してはなりません。 

争議行為の禁止 

（同法第３７条） 

職員は、ストライキ等をしてはなりません。 

営利企業等への従事制限 

（同法第３８条） 

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会社その他の団体の役員を兼

ね、若しくは自ら私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務に

も従事してはなりません。 

このように、地方公務員には職務の円滑な遂行や住民の公務に対する信頼を確保するために、さまざまな

制約があります。 

こうした服務規律を確保し、より一層の服務規律の維持向上に努めるべく、職員に対して周知徹底し、適

切な指導に取り組んでいます。 
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６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）研修の実施状況 

職員の研修については、九重町独自のメニューによる庁内研修に加え、大分県市町村職員研修運営協議

会のメニューによる協議会研修に逐次参加することにより実施しています。なお、実施状況については次

のとおりです。 

（平成２０年度実績） 

研 修 区 分 研  修  名 研修期間 参加人数 

新採用職員研修 １日 ５人 

行政事務研修 １日 １００人 

職員人権研修 １日 １６８人 

臨時職員人権研修 １日 ３０人 

メンタルヘルス研修 １日 ２４人 

庁内研修 

年末職員研修 １日 ５０人 

幹部セミナー １日 ２人 

新任課長級研修 ２日 ４人 

新任係長級研修 ３日 ５人 

新採用職員研修（前期） ４日 ７人 

新採用職員研修（後期） ２日 ７人 

キャリアプランニング研修 ２日 １人 

４０代キャリアデザイン研修 ２日 １人 

基本研修 

 

係長の組織管理とコーチング研修 ２日 ２人 

＜税務研修＞税務初任者 ２日 ２人 

＜税務研修＞個人住民税 １日 ２人 

＜税務研修＞固定資産税 １日 １人 

法制実務研修 ３日 １人 

税務初任者研修 ２日 ２人 

財務実務研修 ２日 １人 

情報公開・個人情報保護法研修 ２日 １人 

条例等立案改廃研修 ２日 １人 

住民クレーム対応研修 ２日 １人 

話し能力開発研修 １日 １人 

事務段取・マニュアル作成研修 １日 １人 

＜県職員合同＞創造力・企画力向上研修 ２日 １人 

＜県職員合同＞問題発見・解決能力向上講座 ２日 １人 

職務研修 

＜県職員合同＞政策ディベート研修 ２日 １人 

協

議

会

研 

修 

講師養成 ＯＪＴ研修指導者養成研修 １日 １人 

 

（２）評定の状況 

平成２０年度には勤務評定を実施していません。 

 

 

 

 

 

 

 



- 10 - 

７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）各種福利厚生制度について 

職員の共済制度は、地方公務員法第４３条に基づいて定められた地方公務員共済組合法によって具体的

に定められています。共済制度を運用し、実施する主体は大分県市町村職員共済組合です。共済組合では、

組合員である職員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職

員の退職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進事業や住宅

貸付けなどの「福祉事業」の大きく分けて３つの事業を行っています。 

また、地方公共団体は、地方公務員法第４２条に基づき、職員の福利厚生の計画を樹立し、実施するこ

とが義務付けられています。町では、職員による任意組織である職員共済会に委託し、冠婚葬祭等に際し

ての共済給付事業や福利厚生の向上のためのレクリエーション等の事業を行っています。 

 

九重町職員互助会に対する公費負担状況 

年度 会員数 決算額（千円） 町補助金額（千円） 

平成２０年度 １６４ ５，４３３ ７３８ 

 

（２）公務災害補償制度について 

公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた

場合に、その災害によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援

護を図るために必要な事業（福祉事業）を行うことを目的としています。具体的には、地方公務員法第４

５条に基づいて定められた地方公務員災害補償法によって定められています。九重町は地方公務員災害補

償基金大分県支部に加入しています。 

 

８．その他の事項 

（１）大分県人事委員会に係る業務に関すること 
九重町は、地方公務員法の規定に基づき、公平委員会の事務を大分県人事委員会に委託しています。 

① 勤務条件に関する措置の要求の状況 
地方公務員法第４６条において職員は、給与、勤務時間、その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、

地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができることになっています。 
平成２０年度の措置の要求の状況については、平成２１年９月  日に県人事委員会より次のとおり報告

がありました。 
平成２０年度処理件数 平成１９年度末 

係属件数 
平成２０年度 
措置要求件数 取下げ 却 下 判 定 

平成２０年度末 
係属件数 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 
（注）件数は、措置の要求をした職員１人をもって１件として数えています。 
② 不利益処分に関する不服申立ての状況 
地方公務員法第４９条の２において職員は、その意に反して不利益な処分を受けた場合は、公平委員会に

不服申立て（審査請求又は異議申立て）をすることができることになっています。公平委員会は、不服申立

てを受理したときは、地方公務員法第５０条の規定に基づき、その事案について審査を行い、その処分を承

認し、修正し、又は取り消し、及び必要がある場合においては、任命権者にその職員がその処分によって受

けた不当な取り扱いを是正するための指示をしなければならないこととされています。 
平成２０年度の不服申立ての状況については、県人事委員会より次のとおり報告がありました。 

平成２０年度処理件数 平成１９年度末 
係属件数 

平成２０年度 
措置要求件数 取下げ 却 下 判 定 

平成２０年度末 
係属件数 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 
（注）件数は、不服申立てをした職員１人をもって１件として数えています。 
 


